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研究成果の概要（和文）： 
 
日本において若年期に直面した労働市場の需給状況が各世代の家族形成行動にどう影響するの
かを検証する。具体的には学卒年と、出生行動観察年の前年の、地域別失業率が出生率や結婚
率に与えた影響を推計する。主な結果は以下の通り。学卒時に不況を経験した高卒女性は子供
を持たない確率が高まり結婚が遅くなりがちである。逆に、短大・高専卒以上の学歴を持つ女
性にとっては、不況はむしろ出生率を高める効果を持つ。結果として経済全体でみた労働需給
と出生率の関係は弱い。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 
This study aims to examine how each cohort’s family formation is affected by labor market 
conditions experienced in youth in Japan. We estimate the effects of regional unemployment 
rates in the year of entry to the labor market and the year prior to the time of observation 
on fertility and marriage and find the following. High school-educated women who 
experienced a recession while entering the labor market are less likely to have children 
and tend to marry later. In contrast, a recession rather increases fertility among 
college-educated women. The overall impact of labor market conditions experienced in 
youth on family formation is relatively weak.  
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１．研究開始当初の背景 
 
 申請者は、アメリカの女性が若年期に経験
した労働市場の状況とその後の結婚、出産状

況との関連について実証分析を行い、つぎの
ことを明らかにした（Kondo2008)。アメリカ
では、若年期に高い失業率に直面した女性ほ
ど早く結婚する（下図 A）。しかし、若年期の
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高い失業率への直面は、35歳までに結婚する
確率（下図 B）や子供を持つ確率（下図 C)、
離婚して母子家庭となる確率(下図 D)とは相
関がない。つまり、失業率の変動は、今結婚
するか数年後にするかの選択には影響する
が、最終的に結婚するかしないかの選択には
影響しないということである。 
 しかし、こういった結果は、アメリカのよ
うに労働市場が流動的で、結婚・出産により
拾う動力化したあとでも容易に再参入でき
る国に特有の現象である可能性がある。
Adsera(2005)は、正規雇用者の保護が強く労
働市場が硬直化している南欧諸国では出生
率の低下が著しく、若年失業率の上昇がそれ
に拍車をかけていることを示唆している。
Genda, Kondo and Ohta (forthcoming)が示
すように、日本の労働市場には、学卒時の労
働市場の需給状況が賃金や雇用の安定度に
半永久的に影響するという特色があり、若年
期に経験した景気変動がその世代の結婚・出
産行動に長期的な影響を与える可能性は高
いのではないかと考えたのが本研究計画の
着想の経緯である。 
 日本では雇用機会と婚姻率や出生率の関
係をみる多くの実証研究が既になされてい
るが、複数年・複数地域のデータを用いたも
のはまだ少なかった。北村・宮崎(2009)は
2000 年国勢調査からのクロスセクションデ
ータを用いているため、同じ時点の失業率と
結婚経験率の関係に分析対象が限られてい
る。若年期に経験した労働需給状況の長期的
影響を調べた先行研究には Higuchi(2001)や
阿部(1999)があるが、いずれも全国の失業率
を指標としており、地域間の変動差を利用し
てより厳密にトレンドをコントロールした
研究は私の知る限りまだなかった。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、若年期に直面した労働市場の需
給状況が各世代の出生率・婚姻率に与える影
響を長期的な視点から実証的に把握するこ
とを目的とする。不況が婚姻率や出生率に与
える影響は、理論的にははっきりしない。古
典的な経済理論に基づけば、女性にとっての
就業機会の悪化は結婚・出産の機会費用の低
下を意味するため、婚姻率や出生率を上昇さ
せるはずである。その一方で、結婚し子供を
育てるには費用がかかるため、不況による家
計所得の減少が負の所得効果を持つ可能性
もある。また、一口に晩婚化・少子化といっ
ても、全体的に結婚年齢や初産年齢が上昇し
ているのか、一生結婚しない人や子供を持た
ない人が増えているのかによって政策的含
意も変わってくる。本研究は、労働市場にお
ける一時的なショックと永続的なショック
の影響を区別し、地域間の労働需給変動の差

を利用して厳密にトレンドをコントロール
するという新しい手法を用いて、この問題に
取り組む。 
 
３．研究の方法 
 
 現在及び過去（労働市場参入時・結婚時な
ど）の労働市場の需給状況と、結婚・出産行
動との関係を実証分析する。この際、若年層
の雇用状況が趨勢的に悪化し続けている点
と晩婚化・少子化が長期に渡り進み続けてい
る点を考慮し、トレンドによる見かけの相関
を取り除くことが重要となる。このため、ア
メリカのデータを用いた先行研究に倣い、地
域間の労働需給変動パターンの差を利用し
て、地域固定効果と年固定効果をコントロー
ルする。 
 具体的には、以下の式を推定する： 
 

'itp itp itp t p itpY u X          
 

Yitp は、地域（都道府県）pにおける t年の
コーホートまたは個人 iの被説明変数、uitp 
は男女の労働市場の状況を表す変数（失業率
など）のベクトル、Xitp はその他の説明変数、
φtは全国共通の年ダミー、 ηp は都道府県
ダミーである。実際の推定に際しては、被説
明変数に合わせて、（１）式を適宜プロビッ
トモデルやハザードモデルなどに変換する。 
 たとえば被説明変数を既婚者比率とした
場合、日本では年々晩婚化が進行しているこ
とから、φtはだんだんと小さくなっており、
趨勢的に上昇傾向にある失業率とは負の相
関をしている。このため、φtであらわした年
効果を適切にコントロールしないと失業率
上昇が晩婚化進行に与える影響を過大評価
してしまうことになる。本研究では、地域間
の変動パターンに違いがあることを利用し
て、全国共通の年ダミーを説明変数に加える
ことによって、全国共通の趨勢的な変化を取
り除く。同時に、地域ダミーによってその地
域に固有の結婚観などの影響を取り除く。 
 コーホートレベルの被説明変数としては、
既婚者比率、出生率、離婚率などを考えてい
る。uitpには、Mitpが観察された年だけでなく、
コーホート iの学卒時の失業率など過去の失
業率も含む。さらに個人レベルのデータを用
いて、本人と配偶者の年齢・学歴や、既にい
る子供の数などをコントロールした分析も
行う。 
 データソースとしては、まず、人口動態統
計と国勢調査の公刊データを用いて、居住都
道府県×生年で定義したコーホートの擬似
パネルデータを作成して、既婚率の分析を行
う。並行して、統計法第 33 条の適用を受け
て就業構造基本調査の個票データの申請を
し、そのデータを用いて、子供の年齢から出



 

 

産のタイミングを逆算することで、かなり大
きなサンプルサイズで出産行動の分析をす
ることを可能とする。 
 
４．研究成果 
 

推定結果からシミュレートした、学卒時の

失業率および同時点での失業率が出生行動に

与える影響は以下のグラフのようになる。 

 

(1) 全学歴をプールした場合 
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(2) 高卒以下の学歴に絞った場合 
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(3) 短大・高専卒以上の学歴に絞った場合 
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これらのグラフおよび、他の推定結果を踏

まえて主な結果をまとめると以下のようにな

る。 

(1) 若年期に不況を経験した世代は、結婚

年齢が若干遅れる傾向がある。 

(2) 高校卒業時の不況は、大学に進学しな

かった女性の出産を遅らせる傾向がある。 

(3) 逆に短大・大学卒業時の不況は女性の

出産を早める効果がある。 

(4) 結婚の動向も出産の動向と整合的。 

(5) 平均すると、景気循環と出生率の間に

有意な相関は見られない、少なくとも景気後

退が少子化の主因であるとする見方は支持さ

れない。 

ここから導かれる重要な政策的含意として

は、雇用対策と少子化対策は切り離して考え

るべきであるということが挙げられる。こう

した分析結果を学術論文の形にまとめて査読

誌へ投稿、一部は現在審査中である。また、

一般向けの講演会や雑誌のコラムなどでも紹

介した。 
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